






今年度の研究成果

1)多胎妊娠の母体合併症とその対策に関する研究(佐藤郁夫)

 多胎妊娠は、単胎妊娠に比し高率に合併症を生じることが文献上知られている。その異

常を早期に発見し対処するために,母体の血液所見について検討を加えた。双胎 136 例に

ついて、分娩前後の antithrombinⅢ(ATⅢ)活性、血小板数ならびに AST (asparak

transaminase)値を検討した結果、以下のことがおこっている可能性が示唆された。(1)AT

Ⅲ 値ならぴに血小板数が妊娠中毒症と無関係に分娩まで減少し続ける。(2)低 ATⅢ血症

and/or 血小板減少症群の約 60%が肝機能障害を合併しやすい。(3)HELLP 症候群合併頻度

が高く、妊娠中毒症の症状だけを追ってもその発症は予知できない。(4)ATⅢ活性低下は

HELLP 症候群発症の危険因子である。

2)多胎妊娠における胎児・胎盤の超音波検査の時期とその有用性に関する検討(字津正二)

膜性の診断は、妊娠 14 週頃までに経膣超音波を用いて確実に診断しうることとその重要

性を昨年度報告した。本年度は、1989 年～1995 年の 7 年間に聖隷病院産婦人科で分娩し

た双胎妊娠 281 例の中で、膜性診断の判明している 258 例について検討した。その結果、

妊娠 31 週未満に異常が発生して後期流産や前期・中期に早産に陥る症例は、1 絨毛膜性

双胎の方に多く、ほとんどが膜性診断がなされていない状況で紹介、母体搬送されてきた

症例であった。また、TTTS 発症要因に関する検討の結果、TTTS を発症した 27 例の内、臍

帯の卵膜付着ならびに病的な臍帯の過捻転が 19例(70%)、治療に抵抗する抑制困難な子宮

収縮が全例(100%)に認められた。このような、臍帯異常や子宮内圧の異常上昇は、TTTS

発症の原因や機序解明の端緒になりうる可能性があると思われた。

3)多胎妊娠における胎児発育の評価に関する研究(岡村州博)

 出生前に超音波断層法にて胎児計測(Biparietal diameter (BPD) , Femur length

(FL) ,Estimated Fetal Body Weight (EFBW) )を行った双胎妊娠 109 例中、胎盤の膜性診

断がなされた 102 例につき、胎児計測の各パラメータの推移を描出し、双胎の発育曲線を

作成した。その結果、concordant twins (出生体重差<10%)では膜性に関わらず双胎児は

一定の発育を示すことが解った。一方、一絨毛膜性の discordant twin (出生体重差>25%)

では 2nd trimester 中期より既に Discordancy は認められており、妊娠 33 週以降も妊娠

が継続可能の双胎例では small twin においても順調な発育を示す例が多いことが示唆さ

れた。      4)胎妊娠における早産の防止に対する研究(池ノ上 克)

 我が国の現状を知るために、早産予防法に関してアンケート調査を行ったが、その方法

は各施設で異なることがわかった。さらに、早産防止に対する有効な方法を検討するため

に、宮崎医科大学産婦人科およぴ鹿児島市立病院周産期医療センターで管理された双胎妊

婦を対象に予防的安静入院の効果を検討した。期間は宮崎医科大学産婦人科で 1991～1995



年の 5 年間、鹿児島市立病院周産期医療センターで 1986～1990 年の 5 年間とし、98 人の

双胎妊婦が検討対象となった。

予防的安静入院群: 70 人 外来管理中,26-28 週をめどに予防的入院を勧めた妊婦。

外来管理群      ; 28 人 予防的入院が不可能であった妊婦。

 結果は、早産予防という観点からは 36 週未満での出産率は x二乗片側検定にて有意な差

がみられる程度であったが、呼吸障害、頭蓋内出血、新生児死亡などの児の予後について

は、明らかな有意差がみられた。

5)多胎妊娠における分娩の方法とその時期 (末原則幸)

 妊娠 34 週未満あるいは児体重 2000g未満の双胎例、および先進児が非頭位である双胎例

を集め、分娩様式と児の予後について検討するため、全国の主要産科施設を対象にアンケ

ート調査した。276妊娠、535人の回答のうち、経膣分娩は 191 人、帝王切開は 344 人(母

の数で 65.2%)であった。なお妊娠 22-23 週での帝王切開はなかった。妊娠 26-31 週での

帝王切開率が 80%以上と高値であった。児の死亡率は 5.4%であった。また分娩様式別に児

の死亡率をみると、経膣分娩は 4.7%、帝王切開 5.8%と帝王切開群で高かった。妊娠週数

別、分娩様式別に児の死亡率をみると、妊娠 24-25 週では経膣分娩は 37.5%、帝王切開 28.6%

と帝王切開群の方が低かった。以上のように、双胎の胎位の組み合わせによる分娩時期と

分娩様式別の予後について差を見い出すことはできなかった。これは双胎固有の問題

(Discordant twins TTTS、双胎の一児死亡など)や胎盤早期剥離、前置胎盤、胎児仮死、

既往帝切などにより胎位に関係なく分娩様式が決定されるため、今回の検討の対象となる

症例が少なかった事によると考えられる。また、双胎妊娠の分娩様式や予後に大きく影響

する絨毛膜別に児の予後を検討した。1987-1993 年に大阪府立母子保健総合医療センター

で取り扱った双胎症例は児の数で 548例あった。うち、一絨毛膜(以下 MD)双胎は 266 人、

二絨毛膜(以下 DD) 双胎は 282 人であった。DD 双胎での児死亡率は 2.5%であり、神経学

的後遺症を持つ率は 1.1 %であったのに対し、MD 双胎での児死亡率は 5.6%、神経学的後

遺症を持つ率は 5.3%と有意に高率であった。正常発達児の割合は DD 双胎 96.5%、MD 双胎

89.1%であった。週数別にみると妊娠 24-25 週に出生した児で正常発達児の割合は DD 双胎

71.4%、MD 双胎 25.0%と大きな差がみられた。

6)多胎児における NICU のベッド運用からみた産科医療システムに関する研究(茨  聡)

 多胎児の NICU への入院の現状とそれに対応するために必要な産科ベッド数を検討した。

1990 年 1 月から 1994 年 12 月までの 5 年間に、鹿児島市立病院周産期医療センター(分娩

センター 40 床、新生児センター 60 床、うち新生児集中治療室(以下 NICU)12 床、)にて

管理した多胎妊娠母体と新生児症例について入院カルテを用いて後方視的に検討した。

今回の研究期間、5 年間(365 日×5)=1825 日に多胎児の管理のために使用された病床数か

ら、一日あたり多胎管理に使用された病床数の理論値を算出した。その結果、NICU ; 1.81

床、人工呼吸器 1.15台、新生児回復病床; 8.65 床、産科病床; 3.95 床が多胎管理のため

に使用されたことが明かとなった。このことから、多胎児のための NICU 1 床あたり、新



生児回復病床: 4.78 床が必要であり、産科病床: 2.18 床をまかないうることが理論値と

して算定された。


